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離婚後共同親権制度の導入をはかる「民法等の一部を改正する法律案」の 

衆議院可決に強く抗議します 
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2024 年 4 月 16 日、衆議院本会議において、離婚後共同親権の民法改定案を自民、公明、

立憲民主、維新の会が共同提出した修正を加え賛成多数で可決しました。 

離婚後の親権の在り方を 77 年ぶりに見直すにあたり、その内容が国民に充分に知らさ

れず、国民の議論がないまま、衆議院において拙速に可決したことに強く抗議します。 

条文には、子どもの意見表明権が明記されていません。子どもの権利条約に則り、子ど

もの幸せを最優先にするために、子どもの意思・心情を尊重することが求められます。 

「親権」の文言は、「親の子に対する権利」という認識が色濃く残るものです。「離婚後

共同親権」が導入されれば、子どもの進学や就職、医療、居所などについて、常に連絡と

同意が求められます。「急迫の事情」の場合は単独行使ができるとしていますが、解釈の違

いが生じた場合は紛争となります。また、「急迫の事情」について何がそれにあたるのかが

明確になっていません。 

今回の修正では、附則で、親権の在り方を決める際、父母の力関係の差で不適切な合意

とならないよう「真意を確認する措置を検討する」としていますが、これでは不十分です。

裁判所によって当事者に不本意な「共同親権」が強制され、一方の親と子どもの利益が害

される懸念があります。 

父母が合意できない場合には家庭裁判所が判断する仕組みですが、現状は人的にも物的

にも体制が極めて不十分です。制度を導入する土台が整っていない中で法案を採決した責

任は重大です。 

DV 加害者による離婚・別居後の虐待のきっかけを作ることが懸念されます。DV 被害者に

とっては、離婚後も加害者から支配され命さえ脅かされかねません。DV や虐待事案を除外

する方策が求められます。「父母の双方の合意がない場合には共同親権を認めない」を明記

すべきです。 

多くの論点や懸念を残したまま拙速に「離婚後共同親権制度」の導入を図る民法改定案

を認めることはできません。 

参議院では、子どもの最善の利益が守られ、当事者の深刻な懸念に応える徹底した審議

を尽くすことを求めます。 


